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はじめに 

現在、わが国は、国民の４人に１人が 65歳以上という

超高齢化社会を迎え、今後も速いスピードで高齢者人口

が増加することが予測されています。 

また、少子化や地域社会の機能及び世帯構成の変容等

が進行する中、社会構造の変化に対応可能な介護・福祉

のあり方が一層厳しく問われる状況にあります。 

そこで国では、「地域共生社会」の実現を見据えた社会

福祉関連法律等の改正を進め、特に高齢者福祉分野においては、高齢者の在宅生活を支

える仕組みである「地域包括ケアシステム」を、2025年度をめどに各市町村にて構築す

るよう求めています。そのため、本町においても、第７期から第９期高齢者福祉計画に

地域包括ケアシステムの構築に向けた施策を盛り込み推進しているところです。 

そもそも、高齢者が住み慣れた地域において長く生活するためには、常日頃から地域

における見守り・支え合いのつながりを強化しておくことが肝要です。 

2040 年には、全国で 1,000 万人を超えると予測される 85 歳以上高齢者が地域生活を

送ることになりますが、それは、単に医療・介護サービスの需要が増加するというのみ

ではなく、要介護の状態には至らなくても、日常の些細な困りごとへの対処を必要とす

る人が増えるということであろうと思われます。 

本町では、2025年はもとより、2040年における本町の高齢者福祉のあるべき姿を見据

え、地域住民が「我が事」として地域づくりに主体的に取り組み、行政サービスにおい

ては「丸ごと」の相談支援体制を整備して、双方が協働し、地域や個人が抱える生活課

題を解決できる包括的な支援体制の構築を目指したいと考えています。 

最後に、この計画をつくるにあたり、ご尽力いただきました水巻町地域ケア推進会議

委員の皆様をはじめ関係各位に対し、心から感謝を申し上げます。 

令和３年３月 

水巻町長 美 浦 喜 明 
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１ 計画策定の背景と目的 

わが国では、総人口が減少を続ける一方で、平成 27 年以降は団塊の世代が 65 歳を超

え、高齢者人口及び高齢化率の増加が続いています。全国的な超高齢社会の到来と同様、

本町においても、65 歳以上の高齢者数は令和２年９月末現在で 9,194 人、高齢化率は

32.8％と高齢化が進み、核家族化など世帯構造も変容しつつあります。 

本町では、第７期～第９期高齢者福祉計画の期間、つまり平成 27年度から令和５年度

までの９年間を地域包括ケアシステムの構築のための計画期間と定め、医療・介護・介護

予防・住まい等の一体的提供と、自立した生活を支えるための仕組みづくりに取り組ん

でいます。 

令和２年に改正された「地域共生社会の実現のための社会福祉法等の一部を改正する

法律」では、令和 22年（2040年）を睨み、住民の複雑化・複合化した課題に対応可能な

市町村レベルの包括的支援体制構築への支援、地域の特性に応じた認知症施策や介護サ

ービス提供体制整備の促進など、地域共生社会の実現に向けた、社会福祉基盤整備と介

護保険制度の一体的な見直しが行われました。 

本町においても、高齢者の増加や家族構成の変化などにより、今後さらに医療・介護ニ

ーズや生活課題が多様的かつ複合的になることが予想されます。これらの課題に対応する

には、第７期計画から継続してきた地域包括ケアシステムの構築の推進と同時に、行政組

織の横断的な連携の仕組みづくり、住民・関係機関等との協働による地域づくりなど、本

町における地域共生社会の実現を目指した施策の展開が最も求められるところです。 

本町では、このような背景を踏まえ、行政や関係機関、住民が連携・協働しながら、高

齢者福祉及び介護保険施策を包括的・計画的に推進し、地域包括ケアシステムの構築と地

域共生社会の実現を目指すことを目的とし、第９期水巻町高齢者福祉計画を策定します。
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２ 計画の位置付けと計画期間 

（１）計画の位置付け 

本計画は、老人福祉法（昭和 38年法律第 133号）第 20条の８に規定する「市町村老

人福祉計画」に該当し、65 歳以上の高齢者を対象とした健康づくり、生きがいづくり、

日常生活支援、福祉水準の向上など、全ての高齢者に関する保健福祉施策全般を範囲と

する計画です。 

また、高齢者福祉は介護保険制度と密接な関係にあるため、福岡県介護保険広域連合

が策定する「第８期介護保険事業計画」と一体的なものとして、総合的な高齢者福祉施

策を展開する計画となります。 

さらに、社会福祉法（昭和 26年法律第 45号）第 107条に基づく「水巻町地域福祉計

画」の一部も兼ねています。 

 

（２）上位計画・他計画との関係 

本計画は、「第５次水巻町総合計画」（平成 30年度～令和９年度）における高齢者福祉

の部門計画の役割を担うとともに、町の上位計画・関連計画との調和を保ちながら策定

します。 

また、国の「介護保険事業に係る保険給付の円滑な実施を確保するための基本的な指

針」や「福岡県高齢者保健福祉計画（第９次）」等との整合性を確保します。 
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（３）計画の期間 

本計画は、介護保険事業計画との整合性を図りながら策定するため、介護保険事業計

画と同様の３年を１期とし、令和３年度から令和５年度までを計画の期間とします。 

なお、国や福岡県による施策の動向、社会経済情勢の変化を見極めながら、必要に応

じて見直しを行います。 

【計画の期間】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

平成27 平成28 平成29 平成30 令和元 令和２ 令和３ 令和４ 令和５ 令和６ 令和７ 令和８

(2015) (2016) (2017) (2018) (2019) (2020) (2021) (2022) (2023) (2024) (2025) (2026)

福岡県

介護保険

広域連合

見直し

期間

見直し

期間  

見直し

期間

年度

第６期介護保険事業計画 第７期介護保険事業計画 第８期介護保険事業計画 第９期介護保険事業計画

水巻町

 ←　水 巻 町 地 域 包 括 ケ ア シ ス テ ム 構 築 の た め の 計 画 期 間　→
”地域共生社会の実現”を

目指した施策の展開

第７期高齢者福祉計画

（前期計画）

第８期高齢者福祉計画

（中期計画）

第９期高齢者福祉計画

（後期計画）

第10期高齢者福祉計画
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３ 計画の策定方法 

（１）水巻町地域ケア推進会議による計画内容の検討 

医療関係者、町議会議員、区長会の代表、民生委員・児童委員協議会の代表、居宅介

護支援事業所の代表、高齢者支援センターの代表、社会福祉協議会の代表、地域の代表、

保健師等で構成する「水巻町地域ケア推進会議」で計画内容の検討を行いました。 

 

 

（２）各種調査等による現状把握・課題分析 

１）アンケート調査の実施 

計画策定の基礎となる住民ニーズ等を把握するために、町内在住の 65 歳以上高齢

者、40～64 歳の住民（第２号被保険者）、家族等介護者を対象としたアンケート調査

を実施しました。 

２）人口等の統計資料等の把握・分析 

本町の総人口や高齢化の状況、要支援・要介護認定者数の状況など、最新の基礎資

料を収集し、国や福岡県、近隣市町との比較検討を行い、本町の地域特性や課題につ

いて把握・分析を行いました。 

３）各事業の進捗状況の評価及び検証 

高齢者福祉主管課及び関係課が、計画に掲げる事業の実施状況や課題等についてと

りまとめ、評価を行い、第９期計画に向けた方向性について検討を行いました。 

４）協議体（生活支援体制整備事業）による課題の抽出 

地域住民等が参加する第２層協議体からの意見を元に、各地域の課題を整理し、第

１層協議体において施策形成の必要性について協議を行いました。 

 

（３）パブリックコメントの実施 

計画内容について、広く住民の意見を反映させるため、令和２年 12月７日～12月 21

日にかけて意見募集（パブリックコメント）を実施しました。 
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４ 計画の進捗管理 

 

水巻町に適した地域包括ケアシステムを構築し、維持していくため、高齢者福祉主管課及

び関係課がＰＤＣＡサイクルに基づき、施策の進捗管理・評価を行います。 

また、これらの評価結果について、主な関係機関・住民組織等で構成する「地域ケア推進

会議」において、施策の進捗状況を検証し、施策の改善や今後の方向性について検討してい

きます。 

 

 

 
Plan（立案・計画） 

水巻町地域ケア推進会議 

関係各課 

Do（実施） 

関係各課や関係機関との 

連携による事業実施 

Check（検証・評価） 

水巻町地域ケア推進会議で

の施策の進捗状況検証 

Action（改善） 

施策への反映・見直し 
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１ 高齢者を取り巻く現状と今後の見通し 

本町の総人口は、平成 27 年から令和２年までに 1,170 人減少し、令和２年９月末現

在で 28,030人となっています。また、平成 30年から令和元年にかけて 407人減少とな

っており、減少幅が大きくなっています。 

一方、高齢者人口は増加の傾向にあり、令和２年９月末現在で 9,194人、総人口に占

める割合（高齢化率）は 32.8％となっています。また、高齢者人口の内訳は、65～74歳

の前期高齢者が 4,655人、75歳以上の後期高齢者が 4,539人となっています。 

近年の住民基本台帳人口の推移に基づき、本町の総人口及び高齢者人口について将来

推計を行うと、本町の総人口は減少傾向が続くと推測され、高齢者人口の将来推計は令

和２年の 9,194人をピークに、その後は減少していくと見込んでいます。また、総人口

の減少に伴い高齢化率はさらに上昇し、令和７年には 34.1％となると予測されます。 

【町の総人口、高齢者人口、高齢化率の推移】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：平成 27 年～令和２年は住民基本台帳人口による実績値（各年 9 月末現在） 

令和３年以降は、コーホート法による推計値（※令和 2 年 5 月現在） 

※コーホート法とは、過去の年齢別・性別人口、母親の年齢階級別出生率、出生者の男女比などを

用いて将来人口を算出する方法。 
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２ 町の高齢者福祉施策に関する課題と解決に向けた方策 

第８期高齢者福祉計画は、本町の地域包括ケアシステムの構築に向けた中期計画の位

置づけで施策を推進してきました。後期計画となる第９期計画においてシステムの完成

を目指すため、「アンケート調査」「統計データ」「事業評価」「生活支援体制整備事業 協

議体」という４つの観点から、現状の確認や課題の抽出を行い、今後、重点的に取り組

むべき施策の検討を行いました。 

 

基本施策１ 介護体制の充実と医療との連携強化 

 

 

  
・

・

介護者本人の約70％が
60歳以上と高齢であ
り、将来、介護者が介
護できなくなったとき
のことを不安に思う人
が多い。

要介護者と同居してい
る介護者自身が夜勤や
緊急入院した際に、要
介護者の介護ができな
くなることに不安とい
う意見がある。

● 家族等が在宅介護
を実施する中で、
介護者側の事情で
継続が困難になっ
た場合について不
安を感じている人
が多く、緊急時等
の受け皿整備の
ニーズが高い。

☑ 計画期間中の住民
ニーズ等の動向把
握や法改正等に対
応可能な体制整備
など、地域の実情
に応じたハード面
の整備

介
護
サ
ー

ビ
ス
の

基
盤
整
備

・

・

医療機関や介護事業所
等を掲載した資源リス
トや家族介護支援のた
めの取組みについて、
住民や関係機関の認知
度が低い。

遠賀中間医師会圏域の
市町村相互の連携や在
宅総合支援センターと
の連携が弱い。

●

☑ 在宅介護の円滑な
対応と、関係機関
の相互連携を確立
するなど、医療・
介護連携システム
の強化

・

・

在宅医療の認知状況が
30％台とやや低い。

在宅医療に対して「十
分な医療を受けられる
かどうか」という不安
を持っている人も30％
ほどいる。

☑ 住民の在宅医療へ
の理解を深めるた
め住民相談窓口の
周知など、在宅医
療に関する情報等
の周知啓発

基本
施策

個別課題

第９期計画の対応策と施策の方向性

第９期計画での対応策

医
療
・
介
護
連
携
シ
ス
テ
ム
の

強
化
と
周
知
啓
発

第８期の体系及び課題

施策の
方向性

総合的な課題

医
療
・
介
護
連
携
シ
ス
テ
ム
の

構
築
及
び
体
制
維
持

事
業
評
価

ア
ン
ケ
ー

ト
調
査

在宅医療・介護連
携の仕組みについ
て、住民への周知
が不十分であるた
め、社会資源情報
や事業の詳細が理
解されていない。
住民が自ら情報を
入手する、また
は、必要な情報を
整理するための手
段を確保するため
の方策が不足して
いる可能性があ
る。

ア
ン
ケ
ー

ト
調
査

施策の
方向性

１
　
介
護
体
制
の
充
実
と
医
療
と
の
連
携
強
化

介
護
サ
ー

ビ
ス
の

基
盤
整
備
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基本施策２ 介護予防と認知症対策の推進 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・総合事業または高齢者
福祉サービスに関する
住民や関係機関の認知
度が低い。

●

・

・

・

・

高齢者は健康づくりや
介護予防に対する意識
がやや低い。

健康づくりの場に参加
しやすくするには、場
が身近にあることを希
望する割合が高い。

福祉バスを除いて高齢
者福祉サービスに関す
る認知度が低い。

高齢者福祉サービスを
まとめたものの配付希
望がある。

●

・

・

・

車がなくても外出でき
る手段が不足してい
る。

足腰が悪く地区行事に
参加できない。

リハビリの専門職によ
る出前講座が活用され
ていない。

総合的な課題 第９期計画での対応策
施策の
方向性

基本
施策

２
　
介
護
予
防
と
認
知
症
対
策
の
推
進

事
業
評
価

ア
ン
ケ
ー

ト
調
査

施策の
方向性

個別課題

第８期の体系及び課題 第９期計画の対応策と施策の方向性

☑

協
議
体

自
立
支
援
・
介
護
予
防
・
重
度
化
防
止
の
推
進

総
合
事
業
・
介
護
予
防
・
健
康
づ
く
り
の
推
進

健康づくりの場を
身近なところに確
保したいという
ニーズが高い。ま
た、リハビリの専
門職による出前講
座を地域で実施し
てほしいという
ニーズがある。

高齢者福祉サービ
スや介護予防に関
する取組みの認知
度が低い。

リハビリの専門職
の積極的活用及び
出前講座など地域
で活用できる教育
機会の確保等、総
合事業・介護予
防・健康づくりの
推進
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  ・

・

・

・

認知症に関する取組み
の認知度が低く、積極
的な活用に至っていな
い。

認知症サポーターの活
躍の場への繋ぎが不十
分。

認知症カフェ実施事業
所の課題は、参加者の
固定化のため、広がり
がない。また、認知症
の方に対する不適切な
対応もあり、認知症当
事者との交流が難しい
面がある。

はいかい高齢者等ＳＯ
Ｓネットワークの登録
者数は少なく、事業の
周知が不十分。

●

●

●

●

認知症に関する取
組みの周知が不足
している。

認知症に関する知
識が不十分。

認知症サポーター
の活躍の場が不足
している。

認知症の予防・早
期診断を希望する
人の割合が高い。

権
利
擁
護
・
認
知
症
対
策
の
推
進

・

・

・

家族等が認知症になっ
た場合の近隣住民から
の積極的な支援を希望
する人が少なく介護の
抱え込みや孤立が懸念
される。

認知症の予防・早期診
断を希望する人の割合
が高い。

位置探索サービスは、
一定のニーズはあるが
認知度が低い。

● 徘徊高齢者対策に
関する事業の周知
が不十分。

☑

☑

認知症施策に関す
る相談窓口の周知
啓発、認知症サ
ポーター養成の推
進など、認知症予
防、早期発見・早
期対応と周知啓発
の強化

徘徊高齢者等位置
探索サービスの周
知など、徘徊高齢
者の危険対策

ア
ン
ケ
ー

ト
調
査

見
守
り
・
支
え
合
い
体
制
（

地
域
共
生
社

会
）

の
仕
組
み
づ
く
り
の
推
進

第９期計画の対応策と施策の方向性

施策の
方向性

個別課題 総合的な課題 第９期計画での対応策
施策の
方向性

第８期の体系及び課題

２
　
介
護
予
防
と
認
知
症
対
策
の
推
進

基本
施策

認
知
症
対
策
の
推
進

事
業
評
価
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基本施策３ 生活支援と住まいの確保 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

・

・

・

地域の「担い手」不足と固
定化が進み、特定の人の負
担が増えている。

居場所づくりにおいて、地
域の中での住民ニーズの把
握や課題分析が不十分。

緊急時や災害時の見守り体
制について、関係機関の連
携が弱い。

・

・

全校区ともに若年層（40-
64歳）は地域活動に参加し
ていない人の割合が高く、
今後の自治会活動等の参加
意向も低い。特に、猪熊小
学校区にその傾向が強い。

声掛け等の簡易な見守りは
できると考えている人は多
いが、具体的な活躍の場が
ない。

・

・

・

住民主体による訪問型サー
ビスＢの他自治体の実施状
況：福岡県（H31）11市町
村/60市町村（18.3％）

住民主体による通所型サー
ビスＢの他自治体の実施状
況：（全国H30）223市町村
/1,741市町村（12.8％）、
（福岡県H31）11市町村/60
市町村（18.3％）

地域の担い手育成という観
点から展開する事業とし
て、住民が実施主体となる
事業設置が求められている
が、本町では未実施であ
り、また、全国的にも設置
が進んでいない状況。本町
が実施する類似事業として
ＤＣＯＭ事業やふれあい体
操があるが、いずれも担い
手の固定化が課題となって
いる。

・

・

送迎や介助を行うボラン
ティアがない。

ボランティアを担う人への
助成や補償等を確保しない
とハードルが高い。

第８期の体系及び課題 第９期計画の対応策と施策の方向性

基本
施策

施策の
方向性

個別課題 総合的な課題 第９期計画での対応策
施策の
方向性

３
　
生
活
支
援
と
住
ま
い
の
確
保

地
域
福
祉
の
推
進

(

活
動
拠
点
の
基
盤
づ
く
り
／
活
動
拠
点
へ
の
支
援
／
地
域
福
祉
ネ
ッ

ト
ワ
ー

ク
づ
く
り
の
推
進
／
見
守
り
体
制
の
構
築
）

事
業
評
価

●

●

●

●

●

自治会や老人会と
いう組織の中で、
役員等特定の人の
負担が大きいこと
で、自治会等の活
動への参加意向が
低くなっている。

声かけ程度の見守
り（安否確認）は
できるという人は
多いが、活用の仕
組みが整理されて
いない。

居場所づくりにお
ける住民ニーズの
把握が十分にでき
ていない。

ボランティアを担
う人への助成や補
償等がない。

緊急時や災害時の
ための見守り体制
について、関係機
関による連携が弱
い。

☑ ＤＣＯＭ事業等、
地域における互助
活動の推進

生活支援体制整備
事業や見守りネッ
トワーク協議会の
機能強化

避難行動要支援者
の避難支援対策

生活支援体制整備
事業協議体におけ
る核となる住民
リーダーの育成

ボランティア活動
をしやすくするた
めの助成・補償の
検討

などの

住民同士の見守
り・支え合い体制
の仕組みづくりの
推進

見
守
り
・
支
え
合
い
体
制
（

地
域
共
生
社
会
）

の
仕
組
み
づ
く
り
の
推
進

ア
ン
ケ
ー

ト
調
査

統
計
資
料

協
議
体
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・

・

高齢者と子どもとの世代間
交流の場が少ない。

地域行事への参加者や老人
クラブ等の組織加入者が少
ない。

●

●

☑

・地域活動への参加状況につ
いて「参加していない」
は、高齢者が43.7％、若年
層（40～64歳）が65.3％と
なっている。また、となり
近所との付き合いが少ない
人ほど、地域活動に参加す
る割合が低い傾向にある。

・高齢者支援センター等の相
談窓口の認知度が低い。

● ☑

・相談しやすい窓口や情報提
供が必要と感じている人は
多いが、高齢者（65歳以
上）の地域包括支援セン
ターの認知度は約40％、高
齢者支援センターの認知度
は約30％と低い。

・

・

権利擁護や高齢者虐待に関
する関係機関の連携が弱
い。

成年後見制度の利用促進に
関する取り組みが不十分。

・成年後見制度の内容まで
知っている人は20％未満と
低い。

権
利
擁
護
・
認
知
症
対
策
の
推
進

ア
ン
ケ
ー

ト
調
査

●

●

☑

☑

３
　
生
活
支
援
と
住
ま
い
の
確
保

ア
ン
ケ
ー

ト
調
査

総
合
相
談
支
援
（

権
利
擁
護
）

事
業
評
価

相談窓口になる関
係機関相互の連携
が弱い。

成年後見制度に関
する情報提供や利
用促進に関する取
り組みが不足。

関係機関との連携
による虐待等の相
談支援や高齢者虐
待に対する知識の
周知啓発など、高
齢者虐待への対応

成年後見制度利用
促進計画に基づ
き、必要な人が制
度を利用できるよ
う支援するなど、
成年後見制度の利
用促進

高齢者同士の助け
合い・支え合い、
世代間交流機会の
確保など、社会参
加・仲間づくりの
支援

見
守
り
・
支
え
合
い
体
制
（

地
域
共
生

社
会
）

の
仕
組
み
づ
く
り
の
推
進

事
業
評
価

ア
ン
ケ
ー

ト
調
査

総
合
相
談
支
援

（

相
談
支
援
・
介
護
者
支
援
）

各種相談窓口の認
知度が低く、有効
活用がなされてい
ない。

高齢者支援セン
ターを活用して、
在宅医療や介護保
険等、高齢者の相
談窓口の周知を行
うなど、身近な相
談窓口の機能の充
実

総
合
相
談
機
関
の
周
知

啓
発
の
強
化

第８期の体系及び課題 第９期計画の対応策と施策の方向性

基本
施策

施策の
方向性

個別課題 総合的な課題 第９期計画での対応策
施策の
方向性

事
業
評
価

生
き
が
い
づ
く
り
・
社
会
参
加
の
推
進

世代間交流の場が
少ない。

地域との関わり方
や地域活動への参
加意識が低減して
いる。
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・歩道の拡幅・段差解消・歩
道のカラー化等の住民ニー
ズが高いが、道路幅員が狭
いため実施が困難。

・

・

・

持家の一戸建ての人は、庭
の手入れ（除草等）に不便
を感じている人が多い。

公営賃貸住宅では、エレ
ベーターやトイレ設備に不
便を感じている。

外出支援や送迎等の移動支
援に関するサービスや、自
宅に食料品や食事を届ける
買い物支援（宅配）サービ
ス等のニーズが高い。頃末
小学校区は、買い物支援に
関するニーズが特に高い。

・町営住宅の９割が昭和40年
代から50年代にかけて建て
られているため老朽化が進
み、バリアフリー化されて
いない。

・

・
・

・

・

・

・

団地にエレベーターがなく
困っている。

防犯対策に不安がある。
空き家に対する防犯強化が
必要。

徒歩移動がしにくい。

買い物時の移動に関するこ
とが不便。

移動手段の確保が難しい。

買い物する場所が少ない。

第８期の体系及び課題 第９期計画の対応策と施策の方向性

総合的な課題 第９期計画での対応策
施策の
方向性

３
　
生
活
支
援
と
住
ま
い
の
確
保

事
業
評
価

基本
施策

施策の
方向性

個別課題

協
議
体

高
齢
者
に
や
さ
し
い
住
環
境
の
整
備

統
計
資
料

ア
ン
ケ
ー

ト
調
査

公営住宅や歩道等
のバリアフリー化
が求められている
が、特に歩道に関
しては、推進に時
間を要する。

空き家が増加して
いることで、地域
の防犯や防災上の
問題がある。

移動支援サービス
のニーズが高い。

買い物や習い事な
ど、日常生活圏内
での移動手段に不
便を感じている人
の割合が高い。

安
心
し
て
生
活
で
き
る
住
環
境
の
整
備

他課との協働によ
る計画的なバリア
フリー化の推進な
ど、安心して生活
できる住環境の整
備

空き家の高齢者の
憩いの場（地域サ
ロン）としての利
活用を検討など、
安全・防犯・空き
家対策の推進

高齢者の日常生活
圏内での移動手段
の確保のための移
動支援の仕組みづ
くりの推進

●

●

●

●

☑

☑

☑
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１ 計画の基本理念及び基本施策 

（１）基本理念 

本町では、平成 27年度を初年度とする第７期計画から、本町に適した地域包括ケア

システムの構築に向けた施策を推進してきました。 

これまでの取り組みを踏まえ、地域包括ケアシステムのさらなる推進を図るととも

に、団塊ジュニア世代が 65 歳以上となる令和 22 年（2040 年）を見据え、高齢者の生

活を支える地域づくりを強化し、地域共生社会の実現を図っていく必要があります。 

そのため、第７期計画から長期的視点に基づいて設定された基本理念を第９期計画

においても継承し、理念の実現に向けた取り組みを進めていきます。 

基本理念 

 
 

（２）基本施策 

第９期計画では、地域包括ケアシステムの深化・推進及び地域共生社会の実現に向け

て必要となる３つの基本施策を以下のように定め、基本理念の実現を目指します。 

基本施策１ 介護体制の充実と医療との連携強化 

●介護が必要になっても、高齢者の希望する生活を続けることができるよう、地域

に根差した介護体制の整備や医療・介護の連携強化、在宅医療の普及を図ります。 

基本施策２ 主体的な介護予防・健康づくりの推進 

●高齢者が身近な場所で健康づくり・介護予防に取り組めるよう、専門職の関与も

得ながら、介護予防活動の充実を図ります。 

基本施策３ 包括的な生活支援体制と環境の整備 

●地域共生社会の実現に向け、地域の課題解決に向けた互助活動の推進や高齢者の

活躍の場づくりなど、地域の見守り・支え合い体制の構築を図ります。 

●誰もが安心して暮らせるよう、相談支援の充実や権利擁護・認知症対策の推進、

住環境の整備に取り組みます。また、災害など危機事象への対応も図ります。 
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２ 日常生活圏域の設定 

計画における日常生活圏域は、面積や人口だけでなく、地域の特性などを踏まえて設

定することとされています。 

本計画においては、５つの小学校区（伊左座、吉田、頃末、朳、猪熊）を日常生活圏域

とし、地域包括支援センターや高齢者支援センターが連携しながら、各圏域の実情に応

じた取り組みを推進していきます。 

 

 

 

 

  

 

【日常生活圏域及び小学校区別人口統計】 

○猪熊小学校区 

総 人 口：6,002人 

高齢者人口：1,993人 

高 齢 化 率：33.2％ 

○朳小学校区 

総 人 口：4,169人 

高齢者人口：1,256人 

高 齢 化 率：30.1％ 

●町全体 

総 人 口：28,030人 

高齢者人口：9,194人 

高齢化率：32.8％ 

○伊左座小学校区 

総 人 口：7,421人 

高齢者人口：2,111人 

高 齢 化 率：28.4％ 

○頃末小学校区 

総 人 口：5,695人 

高齢者人口：1,983人 

高 齢 化 率：34.8％ 

○吉田小学校区 

総 人 口：4,743人 

高齢者人口：1,851人 

高 齢 化 率：39.0％ 

※令和２年９月末現在 
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３ 施策の体系と具体的な施策 
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施策の要点
具体的な施策

※コロナ等対策の付加

地域の実情に応じた
ハード面の整備

住民ニーズ及び法改正等に速やかに対応できる体制整備 ●住民ニーズ把握のための介護者アンケート等の実施

（２）医療・介護連携システムの強化と周知啓発

医療・介護連携システ
ムの強化

在宅医療介護連携推進事業の推進に向け、課題と各関係機関が実施す
る方策等について遠賀中間圏域で取り組む

●遠賀中間地域在宅総合支援センターの積極的活用

在宅医療に関する情報
等の周知啓発※

在宅医療介護連携や、在宅医療に関する住民認知度を向上させる

●在宅医療に関する出前講座の実施

●在宅医療・介護連携推進事業を活用した地域住民等

　 への周知・啓発

身近な地域の中で健康づくりの機会を確保する

●地区公民館などを活用した講座の実施※

●ふれあい体操等の活用※

●民間の運動施設等の活用※

リハビリテーション専門職を活用し、介護予防の取組みを推進
●短期集中予防サービス（訪問型・通所型）の実施※

●地域ケア個別会議へのケアマネジメント支援※

地域における互助活動の推進 ●ＤＣＯＭ事業の推進※

地域住民によるニーズ調査、課題分析・共有と、解決に向けた取組み
を協議し、互助活動の仕組みづくりを行う

●生活支援体制整備事業の充実※

地域での見守り活動に関与する関係機関の情報共有や連携の強化
●見守りネットワーク協議会の機能強化

●避難行動要支援者の支援対策

自治会に交付している助成制度について検証し、互助活動の仕組みづ
くりの支援を推進

地域における多世代の交流機会を確保し、顔見知りの関係づくりを推
進

地域での見守り活動に関与する関係機関の連携を強化することで、徘
徊行動による事故を未然に予防する

●徘徊高齢者等位置探索サービスの見直し・普及

●はいかい高齢者等ＳＯＳネットワークの周知啓発

身近な相談窓口の
機能の充実※

住民のより身近に相談窓口を設け、適切・迅速なサービス提供を進め
る

●高齢者支援センターの活用※

司法書士など専門職や関係機関との連携を強化し、適切な虐待対応を
行う

●関係機関との連携推進

住民や関係機関に向けた高齢者虐待に対する知識の周知啓発
●高齢者虐待に関する関係機関等への制度周知

●住民への高齢者虐待相談窓口の周知

成年後見制度の利用促
進

認知症の方など必要な人が成年後見制度を利用できるように支援
●権利擁護支援の地域連携ネットワークの構築

●成年後見制度を促進するための事業の推進

認知症という疾患の正しい知識を持つことが予防への第１歩につなが
ることから、地域住民や小中学校、商工会、金融機関等に対し教育機
会を提供する

●地区公民館等での認知症予防出前講座の実施※

●認知症サポーター養成講座の推進・拡大※

認知症サポーター養成後の受け皿を作ることで、地域等でのゲート
キーパー人材を確保する

●認知症サポーターの活躍の場づくり※

介護が必要な状態になっても、より長く自宅で生活することが可能と
なるような住環境の整備を推進

●住宅改造助成（すみよか事業）

町道の整備や町営住宅のエレベーター設置等、ハード面のバリアフ
リー化の推進

●住環境の計画的なバリアフリー化

安全・防犯・空き家対
策の推進

空き家増加に伴う地域の防犯・防災面の不安の解消
●防犯対策・交通安全対策の強化

●空き家の地域サロンとしての利活用の仕組みづくり

移動支援の仕組みづく
りの推進

買い物や習い事など、日常生活圏内での移動手段を高齢者が確保でき
る仕組みづくりを推進

●移動手段の確保・充実

●福祉バスの運行体系の見直し

基
本
施
策
２

主
体
的
な
介
護
予
防
・

健
康
づ
く
り
の
推
進

（１）介護予防・健康づくりの推進

総合事業・介護予防・
健康づくりの
推進

基本施策 施策の方向性

基
本
施
策
１

介
護
体
制
の
充
実
と
医
療
と
の

連
携
強
化

（１）介護サービスの基盤整備

住環境の整備

基
本
施
策
３

包
括
的
な
生
活
支
援
体
制
と
環
境
の
整
備

（１）見守り・支え合い体制（地域共生社会）の仕組みづくりの推進

住民同士の見守り・
支えあい体制の仕組み
づくりの推進

●地区活動への助成・補償

（２）総合相談機関の周知啓発の強化

（３）権利擁護・認知症対策の推進

高齢者虐待への対応

認知症予防、早期発
見・早期対応と周知啓
発の強化

（４）安心して生活できる住環境の整備
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４ 目指す地域包括ケアシステム図 
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基本施策１ 介護体制の充実と医療との連携強化 

国においては、令和７年（2025年）から令和 22年（2040年）にかけて、高齢人口がピ

ークを迎えるとともに、85歳以上人口の増加に伴い、医療・介護・看取り等のニーズが急

速に増えることが予想されます。 

今後、本計画では、さらに多様化・複雑化していくニーズに対応するため、地域の実情

に応じたハード面の整備検討や医療・介護連携システムの強化、在宅医療に関する周知啓

発に取り組んでいきます。 

 

 

施策の方向性 |||||||||||||||||||||||| 具体的な施策 |||||||||||||||||||||||||||||||| 

 

       

 

 

 

  

|||||||||||||||||||||||||||||||||||||||||||||||||||||||||||||||||||||||||||||||||||||||||||||||||||| 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

介護サービスの基盤整備 
（１）地域の実情に応じたハード面の

整備 
１ 

医療・介護連携システム

の強化と周知啓発 
２ 

（１）医療・介護連携システムの強化 

（２）在宅医療に関する情報等の周知

啓発 
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施策の方向性１ 介護サービスの基盤整備 

|||| 現状と課題 

アンケート調査によると、本町の高齢者や要介護等認定者とその家族の多くは、 

できる限り住み慣れた地域や自宅で、最期まで暮らしたいという希望を持っています。 

一方、家族等が在宅介護を行う中で、介護者側の事情により、一時的または長期的

に介護ができなくなった場合の対応に不安を感じている人も多く、家族等介護者が求

めるサービスや支援に対応可能な体制を整備しておく必要があります。 

 

具体的な施策 

（１）地域の実情に応じたハード面の整備 

住民ニーズや法改正等に速やかに対応できる体制の整備を図ります。 

［主な取り組み］ 

 ① 住民ニーズ等把握のための介護者アンケート等の実施 

必要なサービス供給体制の整備を図るため、高齢者や要介護等認定者、家族等

介護者に対して、定期的にアンケート調査等を実施し、介護需要に関する意向等

の把握を行います。 
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施策の方向性２ 医療・介護連携システムの強化と周知啓発 

|||| 現状と課題 

アンケート調査によると、在宅で要介護者を介護する家族のうち、約５割が在宅医

療を利用したいとの意向を示していますが、一方で十分な医療提供についての不安を

感じるという意見もあります。また、在宅医療への認知度も約３割と低い状況です。 

また、地域の医療・介護サービス等の社会資源や在宅医療・介護連携の重要性につ

いて、住民や医療・介護関係者に十分認知されていないことも課題としてあげられて

います。 

今後、医療ニーズ、介護ニーズを併せ持つ慢性疾患または認知症等の高齢者の増加

が見込まれることから、地域における在宅医療・介護連携の強化が必要です。 

 

具体的な施策 

（１）医療・介護連携システムの強化 

今後、医療と介護の両方のニーズを持つ高齢者が、住み慣れた地域で自分らしい

暮らしを人生の最期まで続けることができるよう、遠賀中間医師会が設置する「在

宅総合支援センター」を中心に、医療機関と介護サービス事業者などの関係者間の

連携をさらに強化していきます。 

［主な取り組み］ 

 ① 遠賀中間地域在宅総合支援センターの積極的活用 

地域に合った切れ目のない在宅医療と在宅介護の提供体制について、遠賀中間

地域在宅総合支援センターを中心に連携・協働を進めます。 
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具体的な施策 

（２）在宅医療に関する情報等の周知啓発 

高齢者やその家族が希望する在宅療養生活を続けながら、最期の過ごし方を選択

できる環境づくりに向け、地域住民や専門職等に対して、在宅医療と介護の連携に

関する情報の周知・啓発に取り組みます。 

［主な取り組み］ 

 ① 在宅医療に関する出前講座の実施 

地域住民等に対し、在宅医療や介護サービスに関する出前講座などを開催します。 

 

 ② 在宅医療・介護連携推進事業を活用した地域住民等への周知・啓発 

在宅総合支援センターと連携を図りながら、チラシや広報等を活用し、在宅医療・

介護連携や遠賀中間地域在宅総合支援センターの業務内容等について地域住民や

関係機関に周知します。 
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基本施策２ 主体的な介護予防・健康づくりの推進 

高齢社会では、高齢者の活力が“町の元気”に大きく寄与します。高齢者がいきいきと

暮らすことで、心身ともに機能が維持され、活動的な生活が送れることが大切です。 

そのためには生活習慣病対策を推進し、セルフマネジメント（養生）に努める意識を広

めることも重要となります。 

 

 

施策の方向性 |||||||||||||||||||||||| 具体的な施策 |||||||||||||||||||||||||||||||| 

 

       

 

|||||||||||||||||||||||||||||||||||||||||||||||||||||||||||||||||||||||||||||||||||||||||||||||||||| 

 

 

 

 

 

 

  

 介護予防・健康づくりの

推進 

（１）介護予防・健康づくりの推進 

（２）リハビリテーション専門職の活

用による介護予防・重症化予防

の推進 

１ 
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施策の方向性１ 介護予防・健康づくりの推進 

|||| 現状と課題 

本町では、平成 28年度から介護予防・日常生活支援総合事業を開始しています。 

アンケート調査によると、高齢者や若年層の健康づくりや介護予防に対する意識が

低い傾向にあり、介護予防に取り組むことの重要性や知識の普及啓発が必要です。 

また、健康づくりや介護予防の場に参加しやすい条件として、地域の身近な場所での

開催や、専門職によるリハビリテーションが実施されることが求められており、より身

近な地域で、介護予防に効果的なプログラムや健康教育の充実が求められています。 

高齢者が要介護状態等となることの予防または要介護状態等の軽減若しくは悪化

の防止を推進するためには、「心身機能」「活動」「参加」のそれぞれの要素にバランス

よく働きかけ、生活機能全体を向上させ、活動的で生きがいを持った生活ができる生

活環境の調整及び地域づくり等が重要とされています。 

本町では、既に訪問型サービスＣ及び通所型サービスＣ（短期集中予防サービス）

を実施していますが、利用が伸び悩んでいる状況にあり、介護支援専門員や高齢者支

援センター等に対する事業の周知が必要です。 
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具体的な施策 

（１）介護予防・健康づくりの推進 

町では、今後も介護予防・日常生活支援総合事業を推進し、介護予防や要介護状

態の軽減、重症化防止に向けた多様なサービス提供に取り組みます。 

また、ふれあい体操などの自主的な介護予防に資する活動が継続されるよう、既

存の施設等の活用を進めるなど、身近な地域における介護予防・健康づくりの機会

を確保します。 

［主な取り組み］ 

 ① 地区公民館などを活用した講座の実施 

地区公民館など、住民の住まいから身近な場を活用しながら、介護予防・健康づ

くり、認知症予防などに関する講座を開催し、知識や情報の普及啓発を行います。 

 ② ふれあい体操等の活用 

ふれあい体操などの地域住民が主体となった介護予防や健康づくりに取り組む

「通いの場」の活動の継続を支援し、介護予防の充実を図ります。 

③ 民間の運動施設等の活用 

民間の運動施設等を活用し、介護予防・健康づくりが充実するよう支援します。 
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具体的な施策 

（２）リハビリテーション専門職の活用による介護予防・重症化予防の推進 

リハビリテーション専門職や保健師、管理栄養士、歯科衛生士等の幅広い医療専

門職の関与を得ながら、介護予防・重症化予防を推進します。 

また、短期集中予防サービスについて、介護支援専門員や高齢者支援センター等

に事業の周知を行い、利用促進を図ります。 

［主な取り組み］ 

 ① 短期集中予防サービス（訪問型・通所型）の実施 

介護予防・生活支援サービス事業の訪問及び通所によるサービスＣ（短期集中予

防サービス）の事業拡大と充実を図ります。 

 ② 地域ケア個別会議等へのケアマネジメント支援 

リハビリテーション専門職等が、高齢者の有する能力を評価し、また改善の可能

性を助言するなど、地域包括支援センターと連携しながら、地域ケア個別会議にお

けるケアマネジメント支援を行い、自立支援・介護予防・重症化予防の取り組みを

総合的に支援します。 
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基本施策３ 包括的な生活支援体制と環境の整備 

国は、子ども・高齢者・障がい者など全ての人々が地域、暮らし、生きがいを共に創り、

高め合うことができる「地域共生社会」の実現を掲げました。これは、高齢者福祉におけ

る地域包括ケアシステムの考え方を、子ども、障がい者などへの支援や複合的な課題にも

広げたものです。今後、高齢化が一層進む中で、高齢者の地域での生活を支える地域包括

ケアシステムは、「地域共生社会」の実現に向けた中核的な基盤となります。 

本町では、医療・介護・介護予防・生活支援・住まいなどのサービスが切れ目なく一体

的に提供されるよう、地域包括ケアシステムの深化・推進に取り組みます。 

 

 

施策の方向性 |||||||||||||||||||||||| 具体的な施策 |||||||||||||||||||||||||||||||| 
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見 守 り ・ 支 え 合 い 体 制

（ 地 域 共 生 社 会 ） の 

仕組みづくりの推進 

（１）住民同士の見守り・支え合い

体制の仕組みづくりの推進 
１ 

総合相談機関の 

周知啓発の強化 
（１）身近な相談窓口の機能の充実 ２ 

権利擁護・認知症対策の

推進 
３ 

（１）高齢者虐待への対応 

（２）成年後見制度の利用促進 

（３）認知症予防、早期発見・早期対

応と周知啓発の強化 

安心して生活できる

住環境の整備 
４ 

（１）住環境の整備 

（２）安全・防犯・空き家対策の推進 

（３）移動支援の仕組みづくりの推進 
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施策の方向性１ 見守り・支え合い体制（地域共生社会）の

仕組みづくりの推進 

|||| 現状と課題 

高齢者が住み慣れた地域で安心して暮らし続けることができるよう、公的サービス

の充実はもとより、自助・互助・共助からなる、住民・自治会・各種団体・関係機関

等による連携・協働が不可欠となります。 

本町では、地域福祉の推進に向け、活動拠点の基盤づくりや活動への支援、地域福

祉ネットワークづくりの推進、見守り体制の構築に取り組んできました。今後、ます

ます高齢化が進行し、複雑化・複合化したニーズが増えることが予想され、これまで

以上に地域が抱える課題の解決に向け、包括的に支援を行うことが求められます。 

本町の抱える課題として、地域において支援を必要とする人・世帯への対応が求め

られる中、地域活動を担う人たちの高齢化や減少、若い世代の地域活動への参加意識

の低下などがあり、人材の確保と地域活動の活性化が重要となっています。 

また、少子化や生産年齢人口の減少により、高齢者の生活を支える担い手が不足し

ていることから、意欲と能力のある元気な高齢者が、支援が必要な高齢者を支える相

互支援の仕組みづくりや、高齢者を含む全ての住民がお互いに交流を深めながら、地

域共生社会の重要な支え手として活躍できる環境づくりが必要です。 

さらに、今後、住民主体の地域づくりを進めるにあたっては、感染症対策など新た

な支援のあり方を検討していく必要があります。 
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具体的な施策 

（１）住民同士の見守り・支え合い体制の仕組みづくりの推進 

支援が必要な高齢者が地域で安心して暮らせるよう、互助活動の活性化や関係団

体・機関等との情報共有、連携強化を図り、住民同士が助け合い、支え合う地域づ

くりを支援していきます。 

また、高齢者の生きがいづくりと健康増進を実現するため、地域共生社会の支え

手として高齢者の持つ知識や能力を発揮できる機会の確保に取り組みます。 

［主な取り組み］ 

 ① ＤＣＯＭ事業の推進（ダイバーシティ水巻） 

地域における互助活動の推進と共助意識の醸成を目的として、地区活動の強化を

推進します。 

 ② 生活支援体制整備事業の充実 

地域住民によるニーズ調査、課題分析・共有と課題解決に向けた取り組みを支援

し、事業展開につなげることで、互助活動の仕組みづくりを行います。 

また、各地域におけるコーディネーターを住民自身が担えるよう、地域リーダー

の育成に努めます。 

③ 見守りネットワーク協議会の機能強化 

地域における日常の見守りや災害時の円滑な避難誘導などの体制づくりに向け、

関係機関との情報共有等を通して見守りネットワークの連携を強化します。 

④ 避難行動要支援者の支援対策 

「水巻町地域防災計画」に基づき、災害発生時に被害を受けるリスクが高くなる

高齢者を速やかに支援するため、「避難行動要支援者台帳」を平常時から整備し、地

域や関係団体・機関と共有し、支援体制の構築を図ります。 

また、防災訓練の実施や自主防災組織設立の促進など防災意識の向上を図ります。 
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具体的な施策 

［主な取り組み］ 

 ⑤ 地区活動への助成・補償 

住民運営の集いの場における担い手の確保を図り、ボランティア養成講座を修了

した人が活躍できる場の検討を行うとともに、自治会やボランティア団体への支援

を重点化し、互助活動の仕組みづくりを支援します。また、安心して活動ができる

よう補償等についても他課と連携し検討を行います。 

 ⑥ 徘徊高齢者用位置探索サービスの見直し・普及 

位置探索システムを使って、徘徊のおそれのある認知症高齢者の居場所を探索で

きるよう、利用者に合った端末機器を提供し、徘徊行動による事故の未然防止につ

なげます。 

⑦ はいかい高齢者等ＳＯＳネットワークの充実・周知徹底 

名前や特徴、写真などを事前に登録し、徘徊行動などで行方不明になった時に、

遠賀郡・中間市広域で捜索・発見のために折尾警察署生活安全課・行政機関・消防・

タクシー会社などが連携して実施しています。 

今後、事業の周知を徹底し、徘徊行動による事故の未然防止につなげます。 
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施策の方向性２ 総合相談機関の周知啓発の強化 

|||| 現状と課題 

本町では、高齢者をはじめとする地域住民の身近な相談窓口として高齢者支援セン

ターを町内に３か所設置しており、地域包括支援センターや関係機関等と連携を図り

ながら、情報共有や地域のネットワークの構築等を進めています。 

アンケート調査によると、高齢者支援センターの認知度は低い一方で、取り組みを

求める町の高齢者支援施策として「相談できる窓口設置や情報提供」への意向が高く

なっています。 

近年では、80 代の親が 50 代の子どもを経済的に支える必要がある世帯（８０５０

問題）や子育てと親の介護を同時に行うダブルケア負担など、複雑化・複合化した課

題を抱える世帯の増加が予測されており、包括的な支援体制の構築が必要です。 

 

具体的な施策 

（１）身近な相談窓口の機能の充実 

今後、地域包括支援センターのブランチである高齢者支援センターのより一層の

周知を図るとともに、高齢者やその家族等にとってより身近な相談窓口として、複

雑化・複合化した課題に対応できるよう、包括的な支援体制を構築し、機能の充実

を図ります。 

［主な取り組み］ 

 ① 高齢者支援センターの活用 

高齢者やその家族が必要に応じて適切・迅速なサービスを受けられるよう、介護

サービスをはじめ、町の高齢者福祉サービスの情報提供を行います。 

また、ひとり暮らし高齢者や高齢者夫婦世帯、支援が必要であるにもかかわらず

情報や支援が届いていない複合的な課題を抱える高齢者を把握し、積極的に働きか

け、必要な支援につなげられるよう、身近な相談窓口としての機能の充実を図ります。 
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施策の方向性３ 権利擁護・認知症対策の推進 

|||| 現状と課題 

本町では、高齢化の進行とともに、認知症高齢者の増加や障がい者を支える親の高

齢化による「親亡きあと問題」など、生活に何らかの支援が必要な人たちが顕在化し

ています。そのような人たちの権利を護る仕組みとして、成年後見制度がありますが、

制度の有効利用や制度への理解が十分とは言い難い状況です。 

家族介護者へのアンケート調査においても、身体的・精神的負担を抱える介護者が

多い状況も伺えます。 

今後、認知症や知的・精神障がい等により判断能力が十分でない人や高齢者への虐

待対応、経済的な生活困窮を抱える家庭など、関係する専門機関等と連携しながら、

高齢者やその家族を包含した権利擁護の推進に取り組むことが必要です。 

また、認知症の人が増加することを見据え、認知症の予防から早期発見・早期対応、

医療・介護の連携、地域住民への周知啓発や見守り体制の構築が求められています。 
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具体的な施策 

（１）高齢者虐待への対応 

関係機関との連携を図りながら、高齢者虐待の早期発見・早期対応の強化と虐待

を受けた高齢者等への支援に取り組みます。また、関係機関や事業所、住民に対し

て、高齢者虐待に関する知識の普及啓発に努めます。 

［主な取り組み］ 

 ① 関係機関との連携推進 

高齢者虐待の未然防止、早期発見や迅速かつ適切な虐待対応を行うため、司法書

士などの専門職や警察などの関係機関、地域包括支援センター、医療機関、介護施

設、民生委員などの地域の関係団体等との「日常的な顔の見える関係づくり」に努

め、連携を強化します。 

 ② 高齢者虐待に関する関係機関等への制度周知 

関係機関等への高齢者虐待に関する法制度、介護技術や認知症対応、職員のストレ

ス対策などの周知啓発を行い、高齢者虐待の未然防止と対応力の強化を推進します。 

③ 住民への高齢者虐待相談窓口の周知 

地域における虐待防止、早期発見・早期対応についての意識を高めるため、広報

やホームページを活用し、虐待に関する知識や虐待を発見した場合の通報窓口につ

いて、地域住民への周知に取り組みます。 
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具体的な施策 

（２）成年後見制度の利用促進 

認知症、知的障がい、精神障がい等により判断能力が十分でない人の意思や権利

を尊重し擁護することで、安心して暮らし続けることができる社会の実現を目指し、

権利擁護支援の地域連携ネットワークの構築と成年後見制度の利用促進に向けた

取り組みを推進します。（「第１期水巻町成年後見制度利用促進基本計画」に準ずる） 

［主な取り組み］ 

 ① 権利擁護支援の地域連携ネットワークの構築 

既存の保健・医療・福祉の連携に加え、住民及び地域とともに、家庭裁判所、専

門職団体、関係機関が相互に連携・協力しあう「地域連携ネットワーク」を構築し

ます。 

 ② 成年後見制度を促進するための事業の推進 

成年後見制度の利用手続きの支援や申し立てにかかる費用及び後見人などへの報

酬の一部または全部の費用助成（成年後見制度利用支援事業）を行います。 

また、専門的な知識や理解をもった人材の育成と身近な地域でのサポート体制の構

築（水巻町成年後見制度法人後見支援事業）を実施し、制度の利用促進を図ります。 

 

 

 

 

  

 

水巻町地域連携ネットワーク（イメージ図） 
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具体的な施策 

（３）認知症予防、早期発見・早期対応と周知啓発の強化 

認知症は誰もがなりうる疾患であり、多くの人にとって身近なものとなっていま

す。本町では、引き続き、認知症の発症を遅らせるための、「予防」に関する取り組

みを推進するとともに、早期診断・早期対応に向けた支援体制を構築するために、

医療や介護等関係機関等との連携を図ります。 

認知症になっても、住み慣れた地域の中で尊厳が守られ自分らしい暮らしを続け

ていくためには、認知症の人を取り巻く人々の理解や支援が不可欠です。 

本町では、認知症に関する取り組みの周知不足や認知症サポーター養成講座修了

後の具体的な活動の場がないといった課題もみられることから、引き続き認知症サ

ポーターの養成と講座修了者の活躍の場づくりを推進・拡大し、地域における認知

症支援体制の強化を図ります。 

また、感染症拡大防止の観点から、対面での教育の機会だけでなく、広報やホー

ムページ、ＳＮＳ等を活用し、認知症に関する情報発信に努めます。 

［主な取り組み］ 

 ① 地区公民館等での認知症予防出前講座の実施 

地区の公民館等において住民主体で行う「通いの場」（ふれあい体操等）や地域住

民が幅広く活用できる場を活用し、保健師、管理栄養士等の専門職による健康相談

等の活動も含め、認知症の発症遅延や発症リスク低減、早期発見・早期対応、重症

化予防につながる出前講座を実施します。 

 ② 認知症サポーター養成講座の推進・拡大 

地域住民や小中学校の児童・生徒、商工会、金融機関等の従業員への認知症サポ

ーター養成講座開催を拡大し、認知症に関する理解促進のための教育の機会を推進

します。 

 ③ 認知症サポーターの活躍の場づくり 

認知症サポーター養成講座修了後、ボランティアとしての活動意欲のあるサポー

ターに対して、地域の見守りや認知症カフェへの協力を要請し、活躍できる場づく

りを検討していきます。 
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施策の方向性４ 安心して生活できる住環境の整備 

|||| 現状と課題 

高齢者が住み慣れた地域で安心して暮らし続けるためには、それぞれの生活状況や

ニーズにあった住まい、生活基盤が整備されていることが必要です。 

アンケート調査や協議体の意見において、買い物や習い事など、日常生活圏域内で

の移動手段に不便を感じている人が多く、交通機関の充実や道路や建物のバリアフリ

ー化など、高齢者に配慮したまちづくりが重要とする回答が多くみられました。今後、

自立した日常生活や社会活動を営むため、高齢者に配慮された住宅の整備や生活環境

の整備を図るとともに、互助・共助による移動や買い物に関する支援など、多様な生

活支援サービスの充実が必要となります。 

また、空き家が増加しており、空き家を管理できず放置することにより、犯罪や事

故の発生リスクが高まると考えられます。このような、犯罪や事故から高齢者を守る

ため、防犯対策や空き家対策についても検討が求められています。 

 

具体的な施策 

（１）住環境の整備 

地域で安心して暮らすための生活基盤として、それぞれの生活ニーズに合った住

宅の提供や道路や建物などのバリアフリー化など、高齢者に配慮された住環境の整

備・充実を図ります。 

［主な取り組み］ 

 ① 住宅改造助成（すみよか事業）の推進 

介護が必要な状態になっても、できる限り在宅で生活を送ることが可能となるよ

う、住宅改修が必要な高齢者に対して支援を行います。 

 ② 住環境の計画的なバリアフリー化 

関係機関、関係課等との連携の下、町道の整備や町営住宅のエレベーター設置など、

住環境のバリアフリー化に努め、高齢者や障がい者等に配慮したやさしいまちづくり

を推進します。 
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 具体的な施策 

（２）安全・防犯・空き家対策の推進 

詐欺や消費者被害、交通事故などから高齢者を守るため、関係機関等との連携・防

犯対策を強化するとともに、一人ひとりの防犯意識を高める意識啓発に取り組みます。 

また、空き家等対策については、「水巻町空家等対策計画」に定める施策との整合

性を図り、本計画では、空き家を福祉サービスの拠点などとして、地域と連携した

利活用の仕組みづくりを検討します。 

［主な取り組み］ 

 ① 防犯対策・交通安全対策の強化 

広報やホームページを活用し、詐欺や消費者被害に対する防犯意識や交通安全意

識の高揚に取り組みます。また、地域住民による見守りや警察など関係機関等との

連携の下、防犯対策・交通安全対策の強化に努めます。 

 ② 空き家の地域サロンとしての利活用の仕組みづくり 

地域交流、地域活性化、福祉サービスの拠点などとして利活用可能な空き家等に

ついて、所有者等の意向を踏まえ、希望する地域団体に情報を提供するなど、地域

と連携した利活用について検討していきます。 

 

（３）移動支援の仕組みづくりの推進 

高齢者の安心・安全と自立した生活を支えるため、外出ボランティアの仕組みづ

くりや福祉バス等の公共交通網の見直しなど、住民や関係団体・機関、行政が協働

し、利便性の高い移動手段の確保・充実を図ります。 

［主な取り組み］ 

 ① 移動手段の確保・充実 

買い物や習い事など、日常生活圏域での移動手段を高齢者が確保できる仕組みづ

くりを推進します。 

 ② 福祉バスの運行体系の見直し 

福祉バス（ゆめあいバス）については、公共交通体系の一環として見直しを図り、

高齢者の移動の利便性の向上に努めます。 



資 料 

43 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１ 高齢者人口、要介護等認定者数の状況 

２ アンケート調査にみる住民のニーズ 

３ 水巻町地域ケア推進会議 委員名簿 

４ 策定経過 

５ 水巻町の地域ケアの構造 

６ 用語解説 



資 料 

44 

１ 高齢者人口、要介護等認定者数の状況 

（１）高齢者人口 

本町の高齢者人口は増加の傾向にあり、令和２年９月末現在で 9,194人、総人口に占

める割合（高齢化率）は 32.8％となっています。また、高齢者人口の内訳は、65～74歳

の前期高齢者が 4,655人、75歳以上の後期高齢者が 4,539人となっています。 

近年の住民基本台帳人口の推移に基づき、本町の総人口及び高齢者人口について、コ

ーホート法により行った将来推計によると、高齢者人口は令和２年をピークに、その後

は減少していくと見込んでいます。また、総人口の減少に伴い、高齢化率はさらに上昇

し、令和７年には 34.1％になると予測されます。 

高齢者人口の内訳は、令和４年以降、75 歳以上の後期高齢者が 65 歳以上の前期高齢

者を上回るようになり、団塊の世代が 75 歳以上となる令和７年には、後期高齢者が

4,968人と高齢者人口の約 56％となることが見込まれます。 

【高齢者人口の推移と将来推計】 
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資料：平成 27 年～令和２年は、住民基本台帳人口（各年９月末現在） 

令和３年以降はコーホート法による推計値 

推計値 

第７期計画期間 第８期計画期間 第９期計画期間 第 10 期計画 
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（２）高齢者世帯の状況 

令和２年３月末現在、本町の総世帯数は 13,349 世帯で、そのうち高齢者のいる総世

帯数は 6,635世帯となっています。 

高齢者のいる世帯比率は増加しながら推移しており、令和２年３月末現在では 49.7％

と総世帯数の約半数を占めています。 

高齢者のいる世帯の内訳は、令和２年３月末現在でひとり暮らし世帯が 2,859 世帯、

高齢者夫婦世帯が 1,925 世帯となっており、ひとり暮らし世帯が 43.1％を占めていま

す。また、ひとり暮らし世帯は平成 27 年３月末に比べて 471 世帯、19.7％増加してい

ます。 

【総世帯数、高齢者のいる世帯数・比率の推移】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【ひとり暮らし世帯、高齢者夫婦世帯、その他高齢者世帯数の推移】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：庁内資料（各年３月末現在） 

資料：庁内資料（各年３月末現在） 
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（３）要介護等認定者数の状況 

本町の要介護等認定者数は、令和２年９月末現在では 1,914人となっています。高齢

者人口に占める要介護等認定者数の割合（認定率）は、平成 27年以降、横ばいまたは微

減で推移していましたが、令和元年に増加し、令和２年９月末現在で 20.8％となってい

ます。 

要介護度別でみると、平成 27年から令和２年にかけて要支援１以外は増加しており、

特に、要支援２の増加率が 37.5％と大きくなっています。 

年齢構成別に要介護度をみると、令和２年９月末現在、要支援１・２は 80 歳を境に

年齢が上がるにつれて減少し、要介護１以上の占める割合が高くなっています。 

【要介護等認定者数、認定率の推移】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【年齢構成別の要介護度】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：庁内資料（各年９月末現在） ※65 歳以上 

資料：庁内資料（令和２年９月末現在） 
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（４）認知症高齢者の状況 

要介護等認定者のうち、認知症高齢者（日常生活自立度Ⅱ～Ｍ）は、平成 29年以降は

1,000 人を上回るようになり、令和２年９月末現在 1,032 人と高齢者人口に対する出現

率は 11.2％となっています。 

【認知症高齢者数、認知症高齢者出現率の推移】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（参考）認知症高齢者の日常生活自立度判定基準 

ランク 判定基準 

Ⅰ 何らかの認知症を有するが、日常生活は家庭内及び社会的にほぼ自立している。 

Ⅱ 
日常生活に支障を来すような症状・行動や意志疎通の困難さが多少見られても、誰かが

注意していれば自立できる。 

 Ⅱa 家庭外で上記Ⅱの状態が見られる。 

Ⅱb 家庭内でも上記Ⅱの状態が見られる。 

Ⅲ 
日常生活に支障を来すような症状・行動や意志疎通の困難さがときどき見られ、介護を

必要とする。 

 Ⅲa 日中を中心として上記Ⅲの状態が見られる。 

Ⅲb 夜間を中心として上記Ⅲの状態が見られる。 

Ⅳ 
日常生活に支障を来すような症状・行動や意志疎通の困難さが頻繁に見られ、常に介護

を必要とする。 

Ｍ 著しい精神症状や問題行動あるいは重篤な身体疾患が見られ、専門医療を必要とする。 

資料：庁内資料（各年９月末現在） ※主治医意見書基準 

※日常生活自立度とは、高齢者の認知症の程度を踏まえた日常生活自立度の程度を表すもの。 

認知症高齢者（日常生活自立度Ⅱ～Ｍ）とは、下記の表のⅡ～Ｍに該当する者を指す。 

956 997 1,037 1,011 1,043 1,032

11.1% 11.2% 11.5% 11.1% 11.5% 11.2%

0.0%

3.0%

6.0%

9.0%

12.0%

15.0%

0人

300人

600人

900人

1,200人

1,500人

平成27年 平成28年 平成29年 平成30年 令和元年 令和２年

認知症高齢者数

（日常生活自立度Ⅱ～M）

認知症高齢者出現率



資 料 

48 

２ アンケート調査にみる住民のニーズ 

（１）アンケート調査の実施概要 

計画策定の基礎となる住民ニーズ等を把握するために、町内在住の 65歳以上高齢者、

40～64 歳の住民（第２号被保険者）、家族等介護者を対象としたアンケート調査を実施

しました。 

【アンケート調査の実施概要】 

 
① 65歳以上 

（高齢者） 

② 40～64歳 

（第２号被保険者） 
③ 家族等介護者 

実施時期 令和２年２月～３月 令和２年２月～３月 令和２年２月～３月 

調査対象 

65 歳以上高齢者の中

から2,000人を無作為

抽出（水巻町在住） 

40～ 64 歳の中から

1,000 人を無作為抽出

（水巻町在住） 

在宅で介護保険サー

ビスを利用している

高齢者（水巻町在住）

の介護者の中から

200人を抽出 

調査方法 郵送・自己記入 郵送・自己記入 訪問・聞き取り 

調査票配布数 2,000票 1,000票 200票 

回収票数（回収率） 1,014票 50.7％ 408票 40.8％ 190票 95.0％ 

有効票数（集計対象数） 965票 48.3％ 400票 40.0％ 178票 89.0％ 

無効票数 49票 2.4％ 8票 0.8％ 12票 6.0％ 

 

入院中・入所中 39票 1.9％ 3票 0.3％ 4票 2.0％ 

転居・転出 1票 0.1％ 0票 0.0％ 0票 0.0％ 

死亡 0票 0.0％ 0票 0.0％ 0票 0.0％ 

その他 7票 0.3％ 5票 0.5％ 0票 0.0％ 

記入無 2票 0.1％ 0票 0.0％ 8票 4.0％ 
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（２）アンケート調査結果（要点） 

アンケート調査結果について、質問項目別に各調査の回答を整理し、特徴及び課題等の分析

を行い、計画策定の基礎資料としました。 

区分 
質問 
項目 

65歳以上 40～64歳 家族介護者 特 徴 課題等の分析 

基
本
属
性 

年
齢 

・前期高齢者（65
～ 74 歳 ）
51.1％、後期高
齢者（75 歳以
上）49.0％ 

・ 40 ～ 49 歳 が
29.3％、50～59
歳が 39.8％、 
60 ～ 64 歳 が
30.3％ 

・介護を受けてい
る本人は 80 歳
以上が 72.5％ 

・介護者は 60 歳
代が 37.1％と
最も高く、70歳
以上は 32.0％ 

●介護を受けてい
る本人が 80歳以
上の場合、介護
者が 80歳以上の
割合が 85.0％ 

◆介護者本人が高
齢となっており、
老々介護の増加
が懸念される。 

家
族
構
成 

・「夫婦二人暮ら
し（配偶者 65歳
以 上 ）」 が
43.3％、「ひと
り暮らし」が
21.7％ 

・「その他」が
35.8％と最も
高く、その内
容は「両親と
同居」 

・「息子・娘（婿・
嫁含む）との２
世帯」が 41.0％、
「夫婦二人暮ら
し（配偶者 65歳
以上）」が 24.7％ 

・ひとり暮らしは
18.5％ 

●高齢者調査回答
者では、高齢者
のみの世帯（「ひ
とり暮らし」と
「夫婦二人暮ら
し」）が 65.0％ 

毎
日
の
生
活 

悩
み
や
不
安 

・「自分や家族の
健康、老後のこ
と」（59.3％）、
「収入、家計の
こと」（29.1％）
が高い 

・「自分や家族の
健康、老後のこ
と」（69.0％）、
「収入、家計の
こと」（48.0％）
が高い 

・「自分が介護で
きなくなった
ときのことな
ど、将来が不
安」（46.6％）が
高い 

●収入、家計のこ
とに悩む人は、
若年層が高い 

◆共通して、自分や
家族の将来につ
いて不安や悩み
を持つ人が多く、
特に、若年層は、
自分や家族の健
康、老後への不
安、経済的な不安
を持つ人が多い。 

住
ま
い 

住
宅
の
種
類 

・「持家（一戸建
て）」が 73.9％、
賃 貸 住 宅 は
19.9％ 

・公営賃貸住宅の
種類は「町営」
が 51.4％ 

・「持家（一戸建
て）」が 65.0％ 

・公営賃貸住宅は
「 町 営 」 が
45.1％ 

・「持家（一戸建
て）」が 71.3％ 

・公営賃貸住宅は
「 町 営 」 が
59.4％ 

●高齢者に「持家
（一戸建て）」が
高い 

●賃貸住宅で暮らす
高齢者の割合は猪
熊小学校区
（37.2％）が高い 

◆共通して、持家
（一戸建て）の人
が多く、不便に感
じていることは
庭の手入れが多
く、生活支援に係
る検討が必要。 

◆公営賃貸住宅で
は、エレベーター
やトイレの設備
などに不便を感
じる人が多く、修
繕等の生活環境
の整備に係る検
討が必要。 

住
ま
い
で
不
便
に
感
じ
る
こ
と 

・「特にない」が
39.7％と最も高
く、次いで「庭の
手 入 れ 」
（25.9％）、「老朽
化している」
（20.7％）が高い 

・持家（一戸建て）
では「庭の手入
れ」、持家（集合住
宅）や公営賃貸住
宅では「エレベー
ターがない」が他
の住宅種類に比
べて高い 

 

・「玄関や家の中
に段差がある」
が 40.4％と最
も高い 

・持家（一戸建て）
では「庭の手入
れ」、公営賃貸
住宅では「トイ
レが和式で使
いにくい」が他
の住宅種類に
比べて高い  

●持家（一戸建
て）は、庭の手
入れに不便を感
じる人が多い 
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区分 
質問 
項目 

65歳以上 40～64歳 家族介護者 特 徴 課題等の分析 

地
域
や
社
会
と
の
関
わ
り 

近
所
と
の
付
き
合
い
の
程
度 

・「あいさつする
程度」が 37.1％
と最も高い 

・「困ったときには

助け合える」が
19.8％、65～69
歳、ひとり暮ら
し、民間賃貸住
宅は低い傾向 

・「あいさつする
程度」が 53.3％
と最も高い 

・「困ったときには

助け合える」が
13.8％、45～49
歳、ひとり暮ら
しは低い傾向 

・「あいさつする
程度」が 37.6％
と最も高い 

・「困ったときに

は助け合える」
が 16.9％ 

●「困ったときに
は助け合える」
は若年層やひと
り暮らしが低い
傾向 

◆地域や社会との
関わりについて
は、いずれの年代
も近所の人とは
あいさつを交わ
せる程度の付き
合いはあると考
えられる。 

◆助かる手助け・で
きる手助けの比
較から、災害時の
避難の手助けや
急に具合が悪く
なった時の地域
の中での互助の
仕組みづくりが
必要。 

◆若年層は、地域活
動に参加してい
ない人の割合が
高く、今後自治会
活動等への参加
意向も低い。地域
を担う人材育成
に係る施策等の
検討が必要。 

あ
れ
ば
助
か
る
手
助
け 

・「急に具合が悪く
なったときの手
助け」（25.8％）、
「災害時避難の
手 助 け 」
（18.8％）、「安
否確認の声か
け」（13.6％）が
高い 

・「特にない」は

44.2％ 

・「急に具合が悪
くなったときの
手 助 け 」
（54.3％）、「通
院の送迎や外出
の 手 助 け 」
（52.3％）、「災
害時避難の手助
け」（44.3％）が
高い 

・「特にない」は
9.0％ 

・「安否確認の声
かけ」「災害時
避難の手助け」
（33.1％）、「急
に具合が悪く
なった時の手
助け」（28.7％）
が高い 

・「特にない」は
32.0％ 

●高齢者、家族介
護者が求める手
助けの上位３項
目は同様の傾向 

●「特にない」は若
年層に低く、手
助けを求める傾
向が高い 

地
域
活
動
へ
の 

参
加
状
況 

・「参加していな
い」が 43.7％、
となり近所との
付き合いが少な
いほど高い 

・「参加していな
い」が 65.3％、
となり近所との
付き合いが少な
いほど高い 

 ●近所との付き合
いの程度が少な
いほど、地域活
動に参加する人
が少ない 

健
康
づ
く
り
や
介
護
予
防 

参
加
し
た
い
介
護
予
防
事
業 

・「まだ元気なの
でよくわから
ない」が 48.5％ 

・「教室に通って、
集団で足腰の
衰えの予防や
筋力アップの
ための運動等
を 行 う 」 が
26.9％と高い 

・「まだ元気なの
でよくわから
ない」が 46.8％ 

 ●高齢者、若年層
ともに半数近く
が「まだ元気な
のでよくわから
ない」と回答 

●通いによる介護
予防事業への参
加意向が高い 

◆高齢者は健康づ
くり、介護予防に
対する意識がや
や低い傾向にあ
る。健康づくりや
介護予防に関す
る十分な知識の
普及啓発の在り
方について検討
が必要。 

◆通いなどで、足腰
の衰えの予防や
筋力アップのた
めの運動等の関
心が高いことか
ら、地域での運動
教室等の開催に
ついて検討する
必要がある。 

参
加
し
や
す
く
す
る 

た
め
に
必
要
な
こ
と 

・「近所で行われる
こと」（42.6％）、
「料金が無料また
は 安 い こ と 」
（37.1％）が高い 

・「教室に通って、
集団で足腰の
衰えの予防や
筋力アップの
ための運動等
を 行 う 」 が
45.5％と高い 

 ●若年層は特に料
金が無料または
安価であること
を重視している 
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区分 
質問 
項目 

65歳以上 40～64歳 家族介護者 特 徴 課題等の分析 

介
護
保
険
の
仕
組
み
や
在
宅
医
療 

介
護
・
介
助
が
必
要
に 

な
っ
た
原
因 

・「高齢による衰
弱」（27.3％）、
「骨折・転倒」
（25.0％）、「心
臓病」（22.7％）
が高い 

 ・「骨折・転倒」
（36.0％）、「認
知症（アルツハ
イマー病等）」
（24.7％）、「脳
卒中（脳出血・
脳 梗 塞 等 ）」
（ 24.2％）が 
高い 

●高齢者、家族介
護者ともに「骨
折・転倒」が上位
に挙がっている 

◆骨折・転倒などが
要介護状態にな
る原因となって
いる。また、心臓
病の罹患も含め、
青年期からの生
活習慣病予防に
関する取り組み
の強化が必要。 

◆住み慣れた地域
や自宅で最期ま
で暮らしたいと
いう希望が多く、
在宅介護サービ
スを提供できる
体制の充実・確保
が必要。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◆在宅医療の認知
状況は、高齢者や
若年層では 30％
台とやや低いこ
とから、啓発方法
について検討が
必要。 

◆在宅医療の利用
希望は 70％程度
と高いが、不安が
ある人もみられ、
在宅医療に関す
る情報提供や周
知方法について
検討が必要。 

希
望
す
る
生
活
・
介
護 

・「介護保険で利
用できる施設
や高齢者向け
施設に入所・入
院したい」が
23.3％と最も
高い 

・『自宅介護希望』
は 50.9％ 

・「介護保険で利
用できる施設
や高齢者向け
施設に入所・
入院したい」
が 35.5％と最
も高い 

・『自宅介護希
望』は 42.8％ 

・介護者が考える
本人への介護
は、『自宅介護
希 望 』 が
72.5％、『施設
等介護希望』が
19.1％ 

・施設等への入
所・入居につい
て「入所・入居
は検討してい
ない」が 63.5％ 

●共通して、最期
まで自宅で生活
を送りたい人や
介護を続けてい
きたいと考える
人が多い 

●若年層は施設等へ
の入所の希望が他
と比べて高い 

介
護
サ
ー
ビ
ス
と
保
険
料
の
方
向
性 

・「介護サービス
を不足させな
いため、保険料
の上昇はやむ
を得ない」は
40.1％、「介護
サービスが不
足しても、保険
料は上昇しな
い方がよい」は
30.5％ 

・「介護サービス
を不足させない
ため、保険料の
上昇はやむを得
な い 」 は
60.5％、「介護サ
ービスが不足し
ても、保険料は
上昇しない方が
よい」は 14.0％ 

・「介護サービス
を不足させな
いため、保険料
の上昇はやむ
を得ない」は
48.9％、「介護
サービスが不
足しても、保険
料は上昇しな
い方がよい」は
26.4％ 

●若年層は高齢者
や家族介護者に
比べて、介護サ
ービスの充実の
ための介護保険
料の上昇を支持
する傾向にある 

在
宅
医
療
の
認
知
度 

・在宅医療を「知
っている」は
31.5％ 

・在宅医療を「知
っている」は
34.3％ 

・在宅医療を「実
際に利用して
い る 」 が
10.1％、「知っ
ているが、利用
したことはな
い」が 50.0％ 

●家族介護者の在
宅医療の認知度
は高い 

在
宅
医
療
の
希
望 

・在宅医療希望
は 44.7％ 

・「在宅医療を希
望するが、十
分な医療を受
けられるかわ
か ら な い の
で、不安があ
る」は 28.7％ 

・在宅医療希望は
42.1％ 

・「在宅医療を希
望するが、十分
な医療を受けら
れるかわからな
いので、不安が
ある」は 26.8％ 

・在宅医療希望は
48.3％ 

・「在宅医療を希
望するが、十分
な医療を受け
られるかわか
らないので、不
安がある」は
21.9％ 

●在宅医療希望者
は特に家族介護
者に多い 

●希望はするが、
不安があるとい
う回答は高齢者
が高い 
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区分 
質問 
項目 

65歳以上 40～64歳 家族介護者 特 徴 課題等の分析 

認
知
症
や
権
利
擁
護 

認
知
症
に
な
っ
た
場
合
の
近
所
へ
の
周
知 

・「隠す必要はな
いが、あえてそ
のことを知ら
せる必要もな
い」が 45.6％と
最も高く、「積
極的に知らせ
て、見守りや声
かけなど協力
をお願いした
い」は 26.4％ 

・「隠す必要はな
いが、あえてそ
のことを知ら
せる必要もな
い」が 46.0％と
最も高く、「積
極的に知らせ
て、見守りや声
かけなど協力
をお願いした
い」は 35.0％ 

・「隠す必要はな
いが、あえてそ
のことを知ら
せる必要もな
い」が 47.8％と
最も高く、「積
極的に知らせ
て、見守りや声
かけなど協力
をお願いした
い」は 20.8％ 

●共通して「隠す
必要はないが、
あえてそのこと
を知らせる必要
もない」が高い 

◆家族等が認知症
になった場合、近
隣住民からの積
極的な支援や協
力を希望する人
は少ない。介護の
抱え込み、孤立防
止に向けた対策
が必要。 

◆認知症の予防か
ら早期診断・早期
対応のための連
携体制の充実や
家族等介護者の
精神的・身体的負
担の軽減を図る
取り組みの検討
が必要。 

重
要
な
認
知
症
施
策 

・「かかりつけ医
や介護関係機関
などから専門医
療機関へのスム
ーズな連携体制
づ く り 」
（51.8％）、「認
知症を早期に発
見し、予防活動
や専門医療機関
につなげる仕組
み」（44.5％）が 
高い％ 

・「家族の精神的
な負担を緩和
する取り組み」
（56.5％）、「認
知症による徘
徊や緊急時へ
の 対 応 」
（ 53.5％）が 
高い 

・「かかりつけ医
や介護関係機関
などから専門医
療機関へのスム
ーズな連携体制
づ く り 」
（54.5％）、「認
知症を早期に発
見し、予防活動
や専門医療機関
につなげる仕組
み」（43.3％）が 
高い 

●高齢者や家族介
護者は認知症本
人への専門的な
支援、若年層は
認知症本人を取
り巻く周囲に対
する支援や対応
が高い傾向にあ
る 

介
護
の
状
況 

介
護
が
で
き
な
い
場
合
の
対
応 

  ・「ショートステ
イを利用する
ことが多い」が
21.3％と最も
高い 

●家族等が対応で
きない場合が
60％を超え、ま
た、「介護者不在
となることが多
い（一人にな
る）」は 15.2％ 

◆家族等が介護で
きない場合、施設
等利用で対応し
ていることが多
いが、介護者不在
で自宅に一人に
なる状況もみら
れる。 

◆介護上の悩みで
は、介護者自身が
介護できなくな
った時のことを
不安に思う人が
多い。介護者の緊
急時・急用等への
対 応 の 検 討 が 
必要。 

介
護
上
の
悩
み 

  ・「自分が介護で
きなくなったと
きのことなど、
将来が不安」
（46.6％）、「自
分の時間が持て
ない」（33.1％）、
「急に介護でき
なくなったとき
に、助けてくれ
る人がいない」
（ 29.2％）が 
高い 
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区分 
質問 
項目 

65歳以上 40～64歳 家族介護者 特 徴 課題等の分析 

介

護

の

状

況 

通
い
の
時
間
・
回
数 

  ・通いにかかる移
動時間は「10分
以上 30分未満」
（38.1％）、ひと
月の通いの回数
は 「 30 回 」
（38.1％）が最
も高い 

●通いの回数は、
毎日または２日
に１回程度とそ
の頻度は高い 

◆介護に感じる不

安の解消に向
け、ボランティ
ア等の多様な主
体による支援の
検討が必要。 

不
安
に
感
じ
る
介
護 

  ・「外出の付き添
い、送迎等」
（30.3％）、「夜
間 の 排 泄 」
（24.2％）、「認
知症状への対
応」（21.3％）が
高い 

●身体介護に不安
を持つ人が多い 

介

護

者

へ

の

支

援 

就
労
状
況 

  ・「フルタイムで
働いている」が
27.0％、「パート
タイムで働いて
いる」が 15.2％ 

●働きながら介護
を行っている人
は 42.2％ 

◆就労継続可能と
する人の中でも
「問題はあるが、
何とか続けてい
ける」と考える割
合が高いことか
ら、介護と仕事を
両立する上で課
題となっている
ことについてさ
らに細かな分析
を行い、負担軽減
に資する必要な
支援を検討して
いくことが必要。 

就
労
継
続
見
込
み 

  ・就労継続可能
80.0％ 

・就労継続困難は
12.0％ 

●今後も介護を行
いながら就労継
続可能とする人
が多いが、その
うち６割程度が
「問題はある
が、何とか続け
ていける」とし
ている 

在
宅
介
護
に
必
要
な
支
援 

 ・「介護用品の支
給やサービス
利用料の軽減
など、経済的負
担に対する支
援」（73.3％）、
「一時的な預
かりなど、身体
的負担に対す
る 支 援 」
（ 61.5％）が 
高い 

・「必要なときに
訪問を受けた
り、宿泊できる
施設が身近にあ
る こ と 」
（44.9％）、「必
要なときに入所
できる施設があ
る こ と 」
（ 43.8％）が 
高い 

●自宅で介護を行
いながら、必要
なときに利用で
きる施設の希望
が高い 
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区分 
質問 
項目 

65歳以上 40～64歳 家族介護者 特 徴 課題等の分析 

高
齢
者
福
祉
施
策 

高
齢
者
福
祉
サ
ー
ビ
ス
の
認
知
度 

・【福祉バス（ゆめ
あいバス）】【配
食サービス】
【住宅改造助
成事業】の認知
度が高い 

・【はいかい高齢
者等位置探索
サービス】の認
知度は 8.8％と
低い 

・【福祉バス（ゆめ
あいバス）】【住
宅改造助成事
業】【配食サー
ビス】の認知度
が高い 

・【はいかい高齢
者等位置探索
サービス】の認
知度は 8.0％と
低い 

・【福祉バス（ゆめ
あいバス）】【紙
おむつ給付サ
ービス】【配食
サービス】の認
知度が高い 

●家族介護者は、
高齢者や若年層
に比べて全ての
サービスの認知
度が高い 

◆はいかい高齢者
等位置探索サー
ビスの認知度は
10％未満と低い
ものの、認知状況
に関わらず、今後
の利用意向は 20
～30％程度みら
れ、サービスの周
知方法のあり方
について検討が
必要。 

今
後
利
用
し
た
い 

高
齢
者
福
祉
サ
ー
ビ
ス 

・「緊急通報シス
テム」（45.9％）、
「配食サービ
ス」（43.3％）、
「福祉バス（ゆ
めあいバス）」
（ 42.0％）が 
高い 

・「配食サービス」
（64.3％）、「福
祉バス（ゆめあ
い バ ス ）」
（56.3％）、「緊
急通報システ
ム」（56.0％）が
高い 

・「紙おむつ給付
サ ー ビ ス 」
（66.9％）、「配
食サービス」
（48.3％）、「寝
具洗濯サービ
ス」「緊急通報シ
ス テ ム 」
（ 30.9％）が 
高い 

●高齢者と若年層
が利用したいサ
ービスの上位３
項目は同じ 

●家族介護者は介
護に必要なサー
ビスの利用意向
が高い 

相
談
窓
口
の
認
知
度 

・地域包括支援セ
ンターは「知っ
て い る 」 が
41.6％ 

・高齢者支援セン
ターは「知って
いる」が 29.2％ 

・地域包括支援セ
ンターは「知っ
て い る 」 が
37.3％ 

・高齢者支援セン
ターは「知って
いる」が 25.8％ 

・地域包括支援セ
ンターは「知っ
て い る 」 が
75.3％ 

・高齢者支援セン
ターは「知って
いる」が 70.8％ 

●地域包括支援セ
ンター、高齢者
支援センターと
もに、若年層の
認知度が低い 

◆町全体として、相
談しやすい窓口
や情報提供が求
められているが、
その中核機関で
ある地域包括支
援センター・高齢
者支援センター
については、高齢
者、若年層ともに
認知度が低い。周
知方法のあり方
について検討が
必要。 

◆送迎・外出支援等
の移動サービス
や買い物代行、配
食サービスなど
の需要が高いこ
とから、公的サー
ビスに限らない、
住民やボランテ
ィア等の多様な
主体による提供
体 制 の 検 討 が 
必要。 

地
域
で
の
生
活
を
続
け
る
た
め
に
必
要
な
サ
ー
ビ
ス 

・「送迎・外出支援
等の移動サービ
ス」（39.0％）、
「定期的に自宅
へ食料品など生
活必需品を届け
るサービス（買
い 物 代 行 ）」
（ 35.5 ％）が 
高い 

・「送迎・外出支援
等の移動サービ
ス」（58.8％）、
「定期的に自宅
へ食料品など生
活必需品を届け
るサービス（買
い 物 代 行 ）」
（ 58.3 ％）が 
高い 

・「送迎・外出支援
等の移動サービ
ス」（57.3％）、
「定期的に自宅
へ食事を届ける
サ ー ビ ス 」
（ 47.2 ％）が 
高い 

●移動サービスや
買い物代行、配
食サービスの希
望が高く、特に
若年層が高い 
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区分 
質問 
項目 

65歳以上 40～64歳 家族介護者 特 徴 課題等の分析 

高
齢
者
福
祉
施
策 

重
要
な
町
の
高
齢
者
支
援
施
策 

・「相談できる窓口
設置や情報提
供」（48.1％）、
「町内の介護施
設 の 充 実 」
（43.2％）、「地
震、火災、風水害
などに対する防
災 対 策 」
（ 33.9 ％）が 
高い 

・「町内の介護施
設 の 充 実 」
（56.8％）、「相
談できる窓口
設置や情報提
供」（56.3％）、
「家族等介護
者への支援」
（ 52.8％）が 
高い 

・「町内の介護施
設 の 充 実 」
（53.9％）、「相
談できる窓口
設置や情報提
供」（52.2％）、
「在宅サービ
ス の 充 実 」
（ 51.1％）が 
高い 

●共通して、町内
の介護施設の充
実、相談できる
窓口設置や情報
提供が上位２項
目に挙がってお
り、特に若年層
が高い 

◆家族介護者の介
護負担軽減を図
り、できる限り住
み慣れた自宅で
暮らし続けるこ
とができるよう、
在宅介護サービ
スの充実や、一時
預かり施設等の
整備について検
討が必要。 
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３ 水巻町地域ケア推進会議 委員名簿 

氏 名 選出区分 団体等 

◎森田   翼 医療関係者 遠賀中間医師会 

○松野  俊子 町議会議員 水巻町議会 

池  昭 二 区長会 水巻町区長会 

野中  茂彦 民生委員 水巻町民生児童委員協議会 

藤田  眞弓 居宅介護支援事業所 水巻町介護支援専門員連絡会 

松岡  功峻 高齢者支援センター 水巻町南部高齢者・障がい者支援センター 

高祖  順子 社会福祉協議会 水巻町社会福祉協議会 

土井  忻一 地域の代表 一般公募 

坂井   恵 保健師 水巻町役場 健康課 

荒 谷 美知郎 その他町長が必要と認めた者 水巻町老人クラブ連合会 

（敬称略） 

◎は会長、○は副会長 
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４ 策定経過 

実施期日 内 容 

令和２年 

 

２月～３月 アンケート調査の実施（65歳以上高齢者、40～64歳、家族等介護者） 

４月 

※書面開催 

令和２年度 第１回水巻町地域ケア推進会議 

１．令和２年度地域ケア推進会議 審議日程について 

２．第７期・第８期計画の策定方針及び重点施策の概要について 

３．第９期計画策定方針について 

４．第９期計画策定に係る住民アンケート調査の実施について 

６月 

※書面開催 

令和２年度 第２回水巻町地域ケア推進会議 

１．地域包括支援センター運営協議会について 

２．アンケート調査の結果報告 

３．水巻町の統計データ等の分析 

８月７日 

令和２年度 第３回水巻町地域ケア推進会議 

１．地域包括支援センター運営協議会について 

２．第９期高齢者福祉計画施策案について 

10月２日 

令和２年度 第４回水巻町地域ケア推進会議 

１．地域包括支援センター運営協議会について 

２．第９期高齢者福祉計画 体系図及び施策案について 

11月６日 

令和２年度 第５回水巻町地域ケア推進会議 

１．地域包括支援センター運営協議会について 

２．第９期高齢者福祉計画素案について 

12月 
パブリックコメントの実施 

令和２年 12月７日 ～ 12月 21日 

令和３年 

 

１月 

※書面開催 

令和２年度 第６回水巻町地域ケア推進会議 

１．地域包括支援センター運営協議会について 

２．第９期高齢者福祉計画（案）最終審議 

１月 28日 町長への答申 
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５ 水巻町の地域ケアの構造 
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６ 用語解説 

ＡＢＣ順・五十音順 

用 語 解 説 

ＤＣＯＭ
で ぃ ー こ む

事業 

地域住民や事業所等で自主的に組織された団体が地域の中で行う互助活

動のこと。高齢者等が生きがいを持って住み慣れた地域で生活できる仕

組みづくりと介護予防を目的としている。互助活動の内容や支援の担い

手・受け手は、地域の実情によって決めることができる。 

ＰＤＣＡサイクル 

plan（立案・計画）、do（実施）、check（検証・評価）、action（改善）の

頭文字をとったもの。行政政策や企業の事業活動にあたって計画から見

直しまでを一貫して行い、さらにそれを次の計画・事業に生かそうとい

う考え方のこと。 

ＳＮＳ 
ソーシャルネットワーキングサービス（social networking service）の略で、

登録された利用者同士が交流できるウェブサイトの会員制サービスのこと。 

介護予防事業・日常生

活支援総合事業 

市区町村が介護予防及び日常生活支援のための施策を総合的に行えるよ

う創設された事業のこと。平成 26 年の制度改正により新たに再編成さ

れ、「介護予防・生活支援サービス事業」「一般介護予防事業」からなっ

ている。介護予防・生活支援サービス事業には、訪問型サービス、通所

型サービス、生活支援サービス（配食サービス等）、介護予防ケアマネジ

メント（ケアマネジャーによるケアプラン、地域包括支援センターで行

う）があり、要介護認定で「非該当」に相当する第１号被保険者（高齢

者）や要支援１・２と認定された被保険者を対象とする。 

ケアマネジャー 

（介護支援専門員） 

介護保険制度で、要介護者又は要支援者からの相談に応じるとともに、

要介護者等がその心身の状況等に応じ適切なサービスを利用できるよ

う、市町村、サービス事業者、施設などとの連絡調整等を行う人のこと。 

権利擁護 

生活のさまざまな場面で権利を侵害されやすい人が、安心して日常生活

を送ることができるよう、その権利の擁護や権利施行に関する専門的な

相談・援助を行うこと。 

高齢者支援センター 

高齢者が住み慣れた場所で、安心して暮らせるように、介護・福祉・医

療などさまざまな面から総合的な支援を行うため、町内の３つの地域に

設置している相談窓口のこと。 

成年後見制度 

認知症、知的障がい、精神障がい等のために判断能力が不十分で財産管

理や契約等の手続きが困難な人に対し、本人の生活に関する支援や法律

行為を代理または法律行為に同意する者を選任する制度。家庭裁判所が

審判を行う法定後見と本人の判断能力があるうちに後見人を選び、委任

契約を結んでおく任意後見がある。 

団塊ジュニア世代 
第二次ベビーブーム世代である昭和 46年（1971年）～昭和 49年（1974

年）に生まれた人のこと。 

団塊の世代 
第一次ベビーブーム世代である昭和 22年（1947年）～昭和 24年（1949

年）に生まれた人のこと。 
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用 語 解 説 

地域共生社会 

制度・分野ごとの「縦割り」や「支え手」「受け手」といった画一的な関

係を越え、地域住民や地域の多様な主体が「我が事」として参画し、世

代や分野を越えて「丸ごと」つながり、地域をともに創っていく社会の

こと。 

地域包括ケアシステム 

高齢者や障がい者、子育て家庭など、支援を必要とする人が身近な地域

で相談することができ、住み慣れた地域で自分らしい生活を最期まで送

れるよう保健・医療・福祉等のサービスが総合的に提供され、地域がサ

ポートしあう社会のシステムのこと。 

地域包括支援センター 

高齢者の日常生活、栄養、環境などの包括的な管理のため、保健師、介

護支援専門員、社会福祉士などが連携して包括的・継続的マネジメント

などを行う中核的組織（役場１階に設置）のこと。 

認知症 

さまざまな原因により脳の細胞が死んでしまったり、働きが悪くなった

ために障がいが起こり、生活する上で支障が出ている状態（およそ６か

月以上継続）のこと。症状としては「中核症状」や「行動・心理症状」が

あり、周囲からみると「徘徊」や「妄想」も本人なりの背景や理由がある

と言われている。 

認知症カフェ 
認知症の人やその家族が、地域の人や専門家と相互に情報を共有し、  

お互いを理解し合う場のこと。 

認知症高齢者の日常生

活自立度 

高齢者の認知症の程度と、それによる日常生活の自立度を客観的に判断

するために、医療・福祉現場で用いられる指標のこと。特に、介護保険

制度の要介護認定で、この指標を審査判定の参考としている。自立度は、

軽い方から「Ⅰ・Ⅱa・Ⅱb・Ⅲa・Ⅲb・Ⅳ・Ｍ」に区分され、「Ⅱ」以上

を認知症ありと判断する。 

認知症サポーター養成

講座 

キャラバン・メイト（認知症に対する正しい知識と具体的な対応方法を

伝える講師）と町が共同し、地域や職域・学校などで認知症の基礎知識

について、またサポーター（認知症を正しく理解し、認知症の人やその

家族を見守る応援者）として、何ができるかについて学ぶ講座のこと。 

８０５０
はちまるごーまる

問題 

子どもの引きこもり状態が長期化して中高年となる一方、生活を支えて

きた親も高齢となり収入が途絶えたり、病気や要介護状態になり、家族

が社会的孤立・経済的困窮状態になる問題のこと。象徴的な年代として、

80代の親と 50代の引きこもりの子を意味する。 

パブリックコメント 

市町村の基本的な施策などを策定する過程において、事前にその案を公

表し、住民誰もが意見を述べることができる機会を設け、それに対する

市町村の考え方を公表していく一連の手続きのこと。 

避難行動要支援者 

高齢者、障がい者などの要配慮者のうち、災害が発生し、または災害が

発生する恐れがある場合に自ら避難することが困難な人であって、その

円滑かつ迅速な避難の確保を図るために支援を要する人のこと。 

福岡県介護保険広域連合 
公平で安定した介護保険制度の運営を行うことを目的として、福岡県内

の 33の市町村で構成する組織のこと。 
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用 語 解 説 

ボランティア 

自由意思に基づく奉仕活動や労働に携わる人のこと。ボランティア活動

は「自発性・無償性・利他性」を原則としているが、有償ボランティアも

受け入れられつつある。 

民生委員・児童委員 

地方公務員法第３条第３項第２号に規定する非常勤特別職の地方公務員

に該当すると解されている。民生委員・児童委員の任期は３年間。主に、

福祉に関する社会調査、相談、情報提供、連絡通報、調整、生活支援、意

見具申を行う。 

要介護度 

介護保険制度を利用する上での介護の度合い（要介護状態区分）を表し

たもの。介護保険では自立を除いた７段階（要支援１～２、要介護１～

５）の要介護状態区分によって支給限度額が決められている。 

要介護等認定者 

介護保険制度において、予防給付や介護給付を受けようとする被保険者

が給付要件を満たしているかどうかを確認する認定を受け、要支援１～

２または要介護１～５と認定された人のこと。 

老々介護 

高齢者が高齢者の介護を行わなければならない状態のこと。高齢の夫婦

間での介護、高齢の兄弟姉妹間での介護、高齢の子どもがさらに高齢の

親や身内を介護する場合が該当する。体力的、精神的な問題から、共倒

れとなる危険性もあり、高齢社会における問題の一つとなっている。 
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